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【再掲】高齢者関連事故の概況

製品別事故における高齢者（65歳以上）事故の割合の変化
※重大製品事故報告件数ベース

2007年 2020年

重大製品事故全体 28.4% 38.3%

 製品事故の人的被害は高齢になるほど重篤になる傾向にあり、超高齢社会において高齢者の事故対策は
緊急の課題。2020年では高齢者による重大製品事故の比率は全体の３割以上を占めるに至っている。

 身体・認知機能の低下も起因すると考えられる不注意・誤使用事故が他の成年世代より多いことも踏まえる
と、高齢者の行動特性を踏まえた製品開発設計が求められている。

重大製品事故に占める不注意・誤使用の割合（年代別）
※重大製品事故報告件数ベース
※設置不良、偶発的事故、原因不明を除いたグラフ
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死亡 重傷 軽傷 人的被害無し

（参考）高齢者人口の割合 2005年：20.2%→2019年：28.4%
（総務省統計局https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1211.html）

https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1211.html
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安全基準の階層的体系整備

包括的な指針

複数製品に共通した原則

個別製品基準

 消費行動や製品構造が多様化・複雑化する社会において、安全性の確保は、基本的指針、複
数製品に跨がる共通基準、個別製品基準といった階層的構造が重要。

 将来の安全基準の階層的体系整備を目指しつつ、まずは個別製品規格の整備に着手する。

JIS規格により、
階層的な体系が整備。

子どもの安全の指針
（JIS Z8050）

｜
子どもの安全性-設計・
開発のための一般原則
（JIS Z8150）

｜
(例)子ども服のひも
（JIS L8050）

高齢者関連製品の今後の検討

・「製品全般に求められる10のポイント」の深化
・JIS Z8150に対応したJISの策定

・個別製品JISの新規策定、改訂
・SGマークの新規策定、改訂
・法令対象品目、技術基準の検討

【参考】子ども関連製品の基準体系

「高齢者の生活機能変化に配慮した安全に関するユニバーサルデザイ
ン
の実現に向けて」で切り出した製品を皮切りに、必要なデータなどを
明確化

事故の低減、安全向上につながる新市場形成

・ISO/IECガイド71（高齢者・障害
者のニーズへの配慮ガイドライン）

・JIS Z8050に相当するJIS策定

既存製品の安全性向上、革新的製品普及
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高齢者関連製品のリスクアセスメント

 高齢者の重大製品事故が発生している介護ベッド等の製品群（次スライド）について、（独）製品評価技術
基盤機構（NITE）において、事故情報等を元にしたリスクアセスメントを実施する。

 一見すると誤使用・不注意による事故であっても高齢者の行動特性が関係していた可能性があり、製品側で
更なるリスク低減が可能かを検討。必要に応じ関連基準の改定に繋げる。併せて利用者側でのリスク低減
策についても検討する。

危害シナリオ*の作成

FT図、FTAの作成

製品のライフサイクルに配慮した
リスク低減策の検討

リスク分析・評価の実施（R-Map）

効果的なリスク低減策の提案

NITE事故情報の分
析、対象製品の選

定

外部機関のヒヤリ
ハット情報を収集・

分析
＋

＊：危害シナリオ：ハザードか
ら危害に至る具体的なシナリオ
（筋書き）

FTA (Fault Tree Analysis : 
故障の木解析)
の元になるFT図のモデル

資料：NITE製品安全センター
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（参考）特に対策が求められる製品群

 高齢者の重大製品事故のうち、事故の件数が多く、重傷・死亡率が高い製品として以下が見ら
れた。これらの製品は特に対策が求められるといえる。
 介護ベッド、手すり、車いす等の高齢者の身体機能を補助する機能を持つ製品
 脚立・踏み台・はしご等の高所作業を伴う製品

・介護ベッド

施設で使用者（80歳代）がベッド柵と介護ベッドの間

にけい部が挟まった状態で発見された。

H30.3 死亡

・車椅子

当該製品を使用中、肘掛けの後端部に衣類が引っ掛

かった状態で、座面からずり落ち、衣類が深く肘掛に

引っかかり、衣類で首元が圧迫された状態で発見され

た。

H29.9 死亡

・手すり

使用者（80歳代）が上下２段の手すりがある床置き式

介護手すりのパイプ間に首が挟まった状態で発見され、

死亡が確認された。

H23.11 死亡

・椅子

使用者（80歳代）が畳の上にあった当該製品に着座し

ようとしたところ、転倒し、胸部を負傷した。

H30.2 重傷

・脚立

使用者は両手に木板を持ち、当該製品の天板を跨いで

上から２段目の踏ざんに乗った状態から降りる際に転

倒し、負傷した。

H24.7 重傷

特に対策が必要な製品の事故事例
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介護ベッドのリスクアセスメント

 まずは介護ベッドで首が挟まる事故等に関して、NITE事故情報や外部機関情報から事故の危
害シナリオを作成し、事故が発生した際の頻度・危害の程度をマトリクス化した R-Map によるリ
スクアセスメントを実施。効果的なリスク低減策の提言を目指す。

 新JIS対応品であれば大幅にリスクが下がる等のリスクアセスメントの結果及びリスク低減策を関係
業界・関係機関に共有し、対策を働きかけることで高齢者事故の防止に繋げる。

 介護ベッド以外の製品についてもリスクアセスメントの実施を進める。具体的には、電動車いすにつ
いて開始する。

R-Mapにプロットしたリスク分析・評価

リスク対策前

リスク対策後

資料：NITE製品安全センター



 平成28年から高齢者の日常生活の中にカメラ等を設置し、高齢者の動作情報から高齢者向けの製品開
発に活用するための基盤データ（動画データ）を収集（合計55人の高齢者のデータを取得）してきた。これ
らを平成30年より「高齢者行動ライブラリ」として公開中。今後も高齢者施設等と連携しつつ、データを拡充す
ることを検討。

 平成29年度～令和元年度の4年間で計13の実証事業を実施し、高齢者の行動データが製品開発の苗床
となることを確認。

高齢者行動ライブラリ

※行動ライブラリURL https://www.behavior-library-meti.com/behaviorLib/
（問い合わせ先：meti-aist-safety-pj-ml@aist.go.jp）

※撮影者からは事前に許可済み。撮影した動作情報の顔消しを施した上で、ライブラリを作成。

ベッド柵を手すり代わりに使用している様子

ライブラリで確認された高齢者の行動例

ベッドに立ち上がろうとする行動 ベッド柵を持ち出そうとする行動

令和元年度
 手すりの長さに関する実証実験（YKK AP ㈱ ）
 脚立からの転落リスクに関する実証実験（長谷川工業㈱ ）
 椅子比較による姿勢保持に関する実証実験（ケアスタディ㈱ ）
 入浴時の手すり位置、給湯リモコンに関する実証実験（リンナイ

㈱ ）

平成29年度
 手すりの視認性に関する実証実験（YKK AP ㈱ ）
 脚立の昇段動作に関する実証実験 （長谷川工業㈱ ）
 高齢者の運動機能計測と解析（パナソニック㈱ ）
 高齢者のセンサーを用いた位置情報認識や歩行速度の実証

実験（ローム㈱ ）

平成30年度
 玄関周辺製品・環境に関する実証実験（YKK AP㈱）
 ベッド離床動作に関する実証実験 （ ㈱リコー）
 車椅子に関する実証実験（フランスベッド㈱ ）
 椅子に関する実証実験（ケアスタディ㈱ ）
 転倒防止マットに関する実証実験（光研化成㈱ ）
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行動ライブラリを活用した実証事業の成果

 令和元年度の実証事業の成果が製品開発に繋がった事例も見られた。

実証事業（令和元年度）

 椅子への座位時、座り
直し等から姿勢が不安
定になり、ずり落ちや転
倒のリスクが高まる実態
がある。

 座り直し理由として、座
面クッション厚や筋肉低
下による臀部の痛み等
が影響していると推察さ
れた。

実験の結果、座面は厚い方が体圧が上手く分散され臀部をサポー
トでき、姿勢の崩れが少ないこと、また従来品では臀部位置と座面
のアンカー位置が合っていないこと等が判明。

 座面のクッション厚や臀部周辺のクッション構造・素
材の改良等を整理・検討を継続。

 座面の改善については既に試作を終え、今年から改
良を実施した製品を販売する予定。

実証事業の成果が製品開発に繋がった事例（ケアスタディ（株））

図：座面厚の変化に伴う体圧分散の変化

行動ライブラリ

製品開発

従来品 座面が厚い椅子
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（参考）「高齢者製品事故防止に関するハンドブック」の作成

 令和元年度に、高齢者行動ライブラリのデータ及び重大製品事故情報等を活用し、 「高齢者製
品事故防止に関するハンドブック」を作成。

 身体機能・認知機能の変化が見られる高齢者の特性、導入する製品を選択するにあたっての留
意点等を記載。製品開発事業者及び高齢者・ケアラーの双方に活用いただくことを想定。

https://www.meti.go.jp/product_safety/consumer/pdf/koreisyahandbook.pdf

https://www.meti.go.jp/product_safety/consumer/pdf/koreisyahandbook.pdf

